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研究成果の概要： 
 
本研究の目的は、「正義へのアクセス」に関わる法律専門家の倫理と責任について、日米の比

較検討を行うことである。研究実施計画に基づいて、平成１９年度は米国、平成２０年度は日

本での現地調査を実施した。米国調査からは、単に弁護士の数を増加させても正義へのアクセ

スは必ずしも改善されず、弁護士個人の責任の自覚（ミクロレベルでの改革）および法サービ

ス拡充のための制度的基盤（マクロレベルでの改革）の両方が必要であることを発見した。ま

た、日本調査からは、日本司法支援センターのスタッフ弁護士が、これまでの日本の弁護士像

とは異なる、新たな弁護士像を構築していることが発見された。 
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総 計 2,160,000 264,000 2,424,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：法学・新領域法学 
キーワード：法学教育・法曹論 
 
１．研究開始当初の背景 

「 正 義 へ の ア ク セ ス （ Access to 

Justice）」とは、法的な権利が、法律上の

論拠とは無縁な格差に影響を受けずに判

断されるための、実効的な手段をいう。（M.

カペレッティ＝B.ガース（小島武司訳）『正

義へのアクセス』（1981 年）７頁。） 現代

の日本において正義へのアクセスを実効

的なものとするためには、資力のない者へ



の法律扶助制度や迅速で適正な訴訟手続

の存在はもちろん、権利を実現しようとす

る者がその手段や方法について相談した

り、場合によっては交渉や訴訟手続の代理

する法律専門家を利用できることが不可

欠である。そして、このような法律専門家

が適切に法的助言を与え、正当な権利を行

使するための様々な手段を執ることによ

り、初めて国民の正義へのアクセスが実質

的に保障されたと言うことができる。本研

究では、正義へのアクセスを国民が自己の

権利を実現するために不可欠な基本権と

位置付け、これに関与する法律専門家の倫

理と責任について、日本と米国の状況を比

較検討することを目的とする。 

博士論文（Kyoko Ishida、“A Study of 

Ethics and Regulations of Japanese Legal 

Service Providers in the 21st Century”、

University of Washington、2006．）では、

21 世紀の日本における法律サービス提供

者の倫理と規律について考察し、米国の弁

護士制度と比較しながら日本の法律サー

ビス提供者の特徴を論じた。司法制度改革

により、日本の法律サービス市場は複雑化

の一途を辿っている。これまで弁護士の独

占業務であった一部の業務が他のいわゆ

る隣接法律専門職にも開放され、また、弁

護士人口も今後急速に増加することが予

定されている。司法制度改革は、その基本

理念として法の支配の拡充発展を掲げて

いるが、制度の中核を担う法律サービス提

供者たちは、自身の行為について適切かつ

明確なルールを持ち、透明性ある規律に服

しているだろうか ---- 博士論文では、日

米の弁護士、検察官、司法書士、行政書士、

弁理士、税理士、社会保険労務士へのイン

タビュー及び諸文献を基礎として、日本の

法律専門職制度に対する批判的考察を行

った。 

本研究は、日本の法律専門職制度の規律構

造全般を論じた申請者の博士論文に、ある意

味では限定を加え、また別の意味では発展性

を与えている。すなわち、より深く具体的な

考察を加えるために研究の対象を国民の「正

義へのアクセス」の現場（公設法律事務所な

ど）に限定し、また、正義へのアクセスとい

う新たな視点から法律専門家の具体的行為

規範と責任を検討することにより、博士論文

での研究をさらに発展させるものである。わ

が国のこの分野における研究は、司法制度改

革後の制度がその基本理念を実現するにふ

さわしいものであるかを評価するためにも

急務である。しかしながら、日本では「法曹

倫理」が大学の教科として全国的に設置され

たのは法科大学院設立後のことであり、この

意味で法律専門家の倫理や規律に関する研

究は歴史が浅い。これまで主に、法社会学的

視点からは弁護士のモデル論の研究が、そし

て民事訴訟法学的視点からは訴訟過程にお

ける行為規範についての研究が存在するが、

個々の具体的行為規範や倫理問題について

の学術的研究は十分に蓄積されているとは

言い難い状況にあった。 

日本の法律家制度および法律サービス市

場は、報告書提出現在でもなお、転換期であ

ると言うことができる。2001 年に公表された

司法制度改革審議会による意見書では、法の

支配の拡充発展のためには弁護士の増加、法

律サービスの増加が急務であると主張され、

この結果として法曹人口の増加が決定され

た。しかし、単純に法律サービスの増加が法

の支配を推し進めるとは考え難く、個々の現場

においてどのように法律サービスが展開されて

いるのか、より詳細な検証・検討が必要と考えら

れた。とりわけ、法律サービスの拡充を目的とし

て日本司法支援センターが平成１８年に設立さ

れたが、この制度がどのように利用され、法律サ

ービスの拡充に貢献するのか、実証的な研究が

待たれる状況にあった。 



 
２．研究の目的 

本研究の射程は、（１）日本と米国において、

正義へのアクセスはどのように保障され、どのよ

うな制度的問題が存在しているのかを明らかに

し、（２）日本と米国における法律専門家へのイ

ンタビューから、正義へのアクセスに関わる法律

専門家の直面する倫理問題を明らかにし、（３）

正義へのアクセスにおける法律専門家の倫理問

題および役割について、日本と米国で差異が存

在するのか、存在するとした場合にはそれはど

のような理由に基づくのか、考察を行うことであ

った。 

 
３．研究の方法 

本研究は、研究代表者の博士論文（“A 

Study of Ethics and Regulations of 

Japanese Legal Service Providers in the 

21st Century”）の延長上に存在するもので

ある。博士論文では、では、21 世紀の日本に

おける法律サービス提供者の倫理と規律に

ついて考察し、米国の弁護士制度と比較しな

がら日本の法律サービス提供者の特徴を論

じた。本研究では、「正義へのアクセス」に

関わる法律専門家の倫理と責任について、

（１）日本と米国の最新の資料を収集し、

（２）現地調査を行うことにより、分析・考

察を行った。博士論文の執筆にあたり培った

日米の法律専門家とのネットワークを駆使

し、具体的には以下の手順で研究を進めた。 

平成 19 年度 

(1) 米国における正義へのアクセスと法律家

の倫理に関する資料収集 

主に以下の論点に関連する論文・著書を

収集し、精読する。論文の資料収集にあ

たっては、論文の全部がオンラインで入

手できるデータベース、LexisNexis を活

用することにより効率的に行う。 

 米国ではこれまで「正義へのアクセス」

についてどのような議論がなされてきた

のか。また、「正義へのアクセス」の改善

のため、連邦・州レベルで具体的にどの

ような取り組みがなされてきたのか。 

 アメリカ法律家協会（ABA）による弁護士

職 務 模 範 規 定 （ Model Rules of 

Professional Conduct）に、弁護士の公

益弁護活動（pro bono publico）への努

力義務に関する規定が定められた経緯お

よびこれに関する議論。 

 公益弁護活動に関連してとりわけ問題と

なる専門家倫理はあるか。特に、法律家

の数が少ない地域および分野において、

利益相反の問題はどのように取り扱われ

るべきと考えられているのか。 

(2) 日本における正義へのアクセスと法律専

門家の倫理に関する資料収集 

主に以下の論点に関連する論文・著書を

収集し、精読する。論文の資料収集にあ

たっては、法律文献のデータベースを活

用する。 

 日本における司法過疎問題に関して、こ

れまでどのような議論がなされてきたの

か。また、司法過疎問題の改善のために、

国および法律専門職団体は具体的にどの

ような取り組みを行ってきたか。 

 弁護士職務基本規定の制定後、幾つかの

弁護士会で公益弁護活動が義務化された

が、このようなルールを定めるに至った

経緯。 

 弁護士の利益相反に関する議論と、特に

司法過疎地区における弁護士の行為規範

に関する議論。 

(3) 収集した資料の精査を基礎とした比較法

的考察 

(4) 現地調査のための調査票の作成 

米国での現地調査に先立ち、日本と米国

における現地調査で使用する調査票を作

成する。法律専門家は一般市民の正義へ

のアクセスに対しどのような役割を担っ

ているのか、また、正義へのアクセスの



促進にあたり、特に問題となる専門家倫

理が存在するのか否かを明らかにできる

ような調査票を作成する。 原則的に、

日本・米国での現地調査では同じ調査票

を日本語・英語で用意する。 

(5) 米国における現地調査 

具体的には、①ニューヨーク州における、ア

メリカ法律家協会（ABA）本部の公益弁護セ

ンターおよび法曹倫理センターへのヒアリン

グと、法律事務所へのインタビュー、②カリ

フォルニア州における、スタンフォード大学

ロースクールのデボラ・ローディ教授へのイ

ンタビューと、法律事務所へのインタビュー、

③ワシントン州におけるワシントン大学ロー

スクールの臨床教育センターへのヒアリング

と、法律事務所へのインタビュー。 

平成２０年度 

(1) 米国・日本における正義へのアクセスと

法律家の倫理に関する資料の追加的収集 

(2) 日本における現地調査（日本司法支援セ

ンターの法律事務所を訪ね、スタッフ弁

護士にインタビューを行う） 

(3) 米国調査、日本調査の分析・考察 

本研究の最終的な目的は、正義へのアクセ

スに関わる法律専門家の倫理と責任につい

ての日米の比較研究として、研究書を出版

することにある。文献収集を基礎とした理論

的考察部分と、現地調査を基礎とした法社

会学的考察部分との二部構成とし、これま

で研究が必ずしも十分ではなかった本分野

についての基礎的研究として、広く公表して

いく。また、一部については英語での論文

執筆も行う。 

 

４．研究成果 

日本での現地調査を平成２０年度 1月下旬

まで行っていたため、本報告書を提出してい

る平成２１年５月２０日現在では、必ずしも

２年間の研究全体について十分な考察がで

きているとは言い難いが、以下は現時点での

発見、認識である。 

平成１９年に行った米国調査では、アメリ

カ法曹協会プロボノセンター、ワシントン州

弁護士会プロボノ委員会、ならびにスタンフ

ォード大学のデボラ・ローディ教授をはじめ

とする米国の法曹倫理・リーガルエイドの専

門家にインタビューを行った。調査からは、

単に弁護士の数を増加させるだけでは法律

サービスは必ずしも十分に行き渡らせるこ

とはできず、弁護士個人の責任の認識（ミク

ロレベルの改革）、法律サービス提供制度に

おける基盤の拡充（マクロレベルの改革）の

両方が必要であることを認識した。 

また、日本の調査では、日本司法支援セン

ターの法律事務所７か所を訪ね、スタッフ弁

護士にインタビューをおこなった。この日本

調査からは、日本司法支援センターのスタッ

フ弁護士が、これまでの日本の弁護士像とは

異なる、新たな弁護士像を構築していること

が発見された。それは、社会福祉、高齢者福

祉について行政基盤が発達している日本な

らではの、行政とスタッフ弁護士が連携して、

法律サービスを必要とする人々に届けると

いうものであった。 

我が国においては、平成 21 年 4 月 1 日現

在において、弁護士の人口は約 27,000 人で

あるが、その約半数の弁護士は東京圏で実務

をしており、弁護士へのアクセスが必ずしも

容易でない地域はまだ多数存在する。「全国

どこでも法的トラブルを解決するための情

報やサービスを受けられる社会の実現」を理

念として設置された日本司法支援センター

は、各都道府県に事務所を設け、情報提供、

民事法律扶助業務、国選弁護関連業務、司法

過疎対策等を行っているが、当センターのス

タッフ弁護士は、地域住民に寄り添い、他の



機関とのネットワークを構築し、地域全体の

法の支配の拡充を目指して活動している。そ

の姿は、community developer としての新た

な弁護士像を構築しており、そこでの「ある

べき弁護士像」もまた、これまでの弁護士像

とは異なる視点をもとに検討していく必要

があると考える。 

我が国において初めてとなるスタッフ弁

護士制度について実証的な研究はまだ乏し

い。この二年間の研究の成果は、今後日本

語・英語で学会報告、論文投稿を行い、積極

的に公表していく予定である。さしあたり、

平成 20年度に行った調査の結果については、

Law and Society Association（5 月 28 日～

31 日）において発表し、論文としても平成

21 年度中の公表を目指したいと考えている。 
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